
１　 募集期間：令和２年１２月１４日（月）～令和３年１月２２日（金）

提出件数：  ２７人３１件（前回：３人１５件）

２　 意見の要旨及び市の考え方

№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

1 - -

前提として「市民意見募集」の在り方への意見を述べる。
かつては「広報あしや」に募集の件名とともに，その説明も付して掲載された。
ところが今回は件名だけ。
主権者たる市民に大いに意見・提案を出してほしいとの意欲の後退（欠如）を
感じる。
１１件もの意見募集であるから，当然ながら関係するテーマ（とくに総合計画，
行財政改革，公共施設などは個々の施策にすべて関わる）があるが，応募す
る際は「個々の件名に応じて」ということになっている。
以上のように，「市民意見募集」についての「総論的な意見」も出しやすくして
いただきたい。

D

市民意見募集の在り方につきましては，
「広報あしや」では，多くの方に手にとってご覧いただけるよう，文字を大
きくし写真を多用するなど視覚的な読みやすさの工夫に努めており，紙
面では主だった項目の掲載にとどめ，詳細については市ホームページ
にてお知らせしているところです。
各計画のパブリックコメント募集では，「広報あしや」で各計画の概要ま
でお伝えするには相当な紙面スペースの確保が必要となるため，ス
マートフォンなどからも市ホームページへのアクセスが可能なQRコード
を表示することにより，各計画の詳細のご確認とともに，パブリックコメン
トを送信いただける募集フォームを掲載し，ご意見をいただきやすいよう
取り組んでいるところですので，ご理解いただけますようお願い申し上
げます。
また，複数の計画に関連するご意見の受付につきましては，今後は，提
出方法のわかりやすい説明を加えるなど，周知方法を見直してまいりま
す。

第４次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針（原案）への意見及び市の考え方

取扱区分：A（意見を反映）５件，B（実施にあたり考慮）２件，C（原案に考慮済み）４件，D（説明・回答）２０件　
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

2 全体 全体

そもそも「タイトル」が「…教育・…啓発…」だからやむを得ないかもしれない
が，行政の立案する指針なのだから，「市民をどう教育するか」「市民をいか
に啓発するか」という発想ではなくて，「差別解消のために行政は何をするの
か」という発想に転換すれば，ずいぶんスッキリするだろう。
例えば，「選択的夫婦別姓」のように，菅首相もかつては提唱したことがずる
ずる後退するなかで，「市として国に意見を述べる」ことなどはすぐにでもでき
る。
逆に部落差別問題は，「市民の意識には」まだ少し残っているとしても，「行政
施策としては完了」しているのだから，このなかに盛り込む必要はなくなる。

D

人権尊重社会を実現するためには，市民一人ひとりの人権意識を高め
ていくことが不可欠であり，そのためには人権教育・人権啓発が大変重
要です。
人権教育・人権啓発は，多種多様な意見があることを踏まえ，市民の自
主性を尊重し，押し付けでなく真に理解を得るものでなければならない
と考えています。そのため原案は，様々な視点や手法を用いた人権教
育・人権啓発の方向性を定めています。
国への意見・要望は，毎年近畿市長会を通じ行っています。
同和問題（部落差別）は，昭和４４（１９６９）年以降３３年間にわたる特
別措置法に基づく対策により生活環境等は改善されましたが，いまだに
結婚や交際に関する差別やインターネット上での差別的な書き込みな
どが発生していることから，平成２８（２０１６）年には部落差別の解消の
推進に関する法律が施行されました。引き続き解決すべき人権課題とし
て原案に盛り込み，差別解消に向け取り組んでまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

3 全体 全体

第４次「指針」（原案）について
第３次「指針」の成果，反省点について検討されたのであればお答えくださ
い。

D

4 全体 全体

第３章「主な人権課題の現状と方向性」３－５に関して
第３章は，「第３次人権教育・啓発指針」の成果と反省点が検討され，第４次
案に反映されていると思いますが，「第３次指針」を振り返った議論はどのよう
なものだったのでしょうか。

D

5 策定にあたって Ｐ２

「総論的意見」にもなるが，本「指針」案も含めて，今回の市民意見募集の各
案に日本国憲法についての記述がなかなか見当たらない（私の見落としかも
しれないが）。人権を論じる以上，その最大の根拠法である「日本国憲法を活
かす」との叙述を，ぜひとも期待する。

C

原案は，国民の基本的人権を定めた日本国憲法の趣旨に基づき，人権
尊重社会の実現に向け，本市の現状に即したさらなる人権教育・人権
啓発の方向性を示したものです。
具体的な記述としては，２ページの１－１人権尊重の理念の９行目に，
まず，日本国憲法において人権は現在及び将来の国民に与えられた侵
すことのできない永久の権利として定められていることを明記していま
す。
そして，１－２策定の趣旨と目的の１行目から，日本では，基本的人権
の尊重を基本原理とする日本国憲法に基づき，人権に関する諸制度の
整備や諸施策の推進が図られてきたことを記載しています。
さらに，資料として６０ページに日本国憲法の中で，基本的人権に関係
する条文の抜粋を記載しています。

本指針の策定の目的は，人権尊重社会を実現するための教育・啓発の
方向性を示すことですので，人権について市民の意識がどのように変
わったのかが成果を見る一つの指標になると考え，市民意識調査を実
施しました。その調査結果の総括は，８ページの後段に記載しておりま
す。また，７ページの１－４芦屋市における取組（１）市の取組の２段落
目以降に主な取組と職員の意識に関する今後の課題を記載しておりま
す。なお，個別の人権課題についての成果や課題は数行でまとめること
は難しく，各人権課題ごとの【現状と課題】に記載しています。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

6 策定にあたって Ｐ４

第１章「策定にあたって」１－３
「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（地対
財特法）」失効後は，残された課題の解決は一般施策として取り組まれるよう
になり，平成２８（２０１６）年には「部落差別の解消の推進に関する法律（部落
差別解消推進法）」が施行されました。（Ｐ４記載）
上記の記載ですが，一般施策で取り組まれるようになったにも関わらず，法
制定に至った経緯が触れられていないため，理解しづらい文脈になっていま
す。法務省の啓発パンフなどを参照し，以下のように補足していただきたい。

「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（地対
財特法）」失効後は，残された課題の解決は一般施策として取り組まれるよう
になりましたが，差別発言，差別待遇事案，インターネット上での差別を助長
する書き込みが依然存在する中，平成２８（２０１６）年には「部落差別の解消
の推進に関する法律（部落差別解消推進法）」が施行されました。

A

より分かりやすい説明とするため，ご意見のとおり４ページの下から２段
落目を以下のように記載します。
「・・・，平成１４（２００２）年「地域改善対策特定事業に係る国の財政上
の特別措置に関する法律（地対財特法）」失効後は，残された課題の解
決は一般施策として取り組まれるようになりましたが，差別発言，差別
待遇等の事案，インターネット上での差別を助長するような内容の書き
込みが依然存在する中，平成２８（２０１６）年には「部落差別の解消の
推進に関する法律（部落差別解消推進法）」が施行されました。」

7
１－３　国際社会
と日本における
取組

Ｐ５，Ｐ６

３０条にわたる極めて豊かで先駆的な人権条項が盛り込まれている世界でも
優れた日本国憲法の扱いを大きくすべきではないだろうか。
・世界人権宣言同様に憲法の人権に関する条文についても掲載する。
・年表の「国」の欄に１９４６年日本国憲法公布と書き込む。 A

日本国憲法における人権に関係する条文は，６０，６１ページに掲載し
ています。
また，５ページの年表の国の欄には，「昭和２１（１９４６）年日本国憲法
公布」と記載します。

8
２　基本的な方
向性

Ｐ１３

行政が人権を教育する・啓発するというような上から目線ではなく，行政が人
権侵害をしないというところから出発すべきではないかと考える。パワハラ問
題に限らず，行政が行う施策の中で人権を侵害するようなことはないか，窓
口の対応などで人権を侵害するような行為はないかなど自省的な内容も必
要ではないか。国保料が払えないので窓口に行った市民に「芦屋から出てい
け」というような言葉を吐いたりするようなことは今起きていないのか，生活保
護の申請に行った際に市民が二度といくまいと思わせるような言葉を吐くこと
はないかなど弱い立場の人たちに対する行政による人権侵害的な行為・言
動こそないようにしていただきたい。その発言の裏には，国保料の徴収強化
や生保受給者を増やすなというような姿勢があるからだと思われる。そういっ
たところから改めてほしい。行政に大事にされてこそ市民の人権尊重の意識
は強くなると思う。

C

市民の人権を守る立場にある職員は，高い人権意識をもって職務に取
り組まなければなりません。そのためには，研修はもちろんのこと生活
のあらゆる場面において常に人権に関心を持ち，人権への配慮が自然
に態度や行動に現れるよう身に付けることが重要です。原案ではこの視
点に立って職員の人権教育・人権啓発の推進について記載していま
す。
具体的には，１３ページの第２章人権教育・人権啓発のための基本的な
方向性（１）人権教育・啓発の充実の９番目に「すべての職員は，研修等
を通じて豊かな人権感覚を身に付け，人権尊重の視点に立って職務に
取り組みます。」と記載しています。
また，５１ページ，第５章市職員等への教育・啓発に職員の意識の現状
や今後の意識向上に向けての取組の方向性などを記載しています。
さらに，３９ページ【第４次指針の方向性】の３番目「市の各種広報につ
いて，人権の視点から検証し，適切な情報提供を図ります。」や，４１
ページ【第４次指針の方向性】の２番目「公文書等における不要な性別
記載の削除を進めます。」など市民の皆さまへの情報提供や文書にお
ける人権の視点に立った取組についても記載しています。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

9
３－１女性の人
権

Ｐ１４

男女平等への理解はまだまだと感じます。
例えば，ＰＴＡ役員・会長はずっと女性ばかり，一方で町内会長は男性ばかり
です。
子どもから大人までの理解を啓発する試みに期待します。
例えば
・母子手帳配布時に，独自のパパ手帳も配布する。
・男性のイメージが強い職種についている女性やその逆の男性などに，目立
つイベントへゲスト登壇してもらう。など・・

D

１５ページの市民意識調査の結果にも見られるように，社会通念や男女
の役割を固定的にとらえる考え方が，性別に関わりなく，その個性と能
力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を妨げる一因となって
います。この固定的な性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス（無
意識の偏見や思い込み）の解消をはじめ，男女共同参画社会の実現に
向けての様々な施策を第４次芦屋市男女共同参画行動計画に基づき
進めてまいります。
ご指摘いただいた1点目の母子健康手帳は，母親，父親両方に向けた
内容になっています。
2点目につきましては，中学校の人権学習において，男性の保育士や看
護師，女性の消防士や建築現場の監督を招いて話を聞いたり，「進路
の学習」において，今後，男女別ではない，なりたい職業ランキングを掲
載したりするなど，性別の概念にとらわれることなく自分らしく生きること
の大切さを知る授業を実施してまいります。

10
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３０

「原案３０ページ」の同和問題（部落差別）【現状と課題】の上から１３行目，
このような現状を踏まえ，平成２８（２０１６）年に「部落差別の解消の推進に関
する法律」（部落差別解消推進法）が成立し，部落差別（同和問題）の解消に
関し基本理念を定めるとともに，国及び地方公共団体の責務，相談体制の充
実や教育，啓発を図るよう努めることが定められました。」についてですが，
市民の「部落差別の解消の推進に関する法律」に対する認知度の低さを踏ま
え，啓発の観点からも「部落差別の解消の推進に関する法律」に基づく取組
事項をより具体的に補説することで，市民にわかりやすく伝えられると思いま
す。以下のように加筆すればいかがでしょうか。

２０１６年（平成２８年）１２月「部落差別の解消の推進に関する法律（以下「部
落差別解消推進法」という。）」が可決・成立しました。部落差別は許されない
ものであるとの認識のもと，部落差別のない社会を実現することを目的として
おり，いまだに部落差別が現存していることを国が認め，この問題に真正面
から取り組む姿勢を示した法律となっています。基本理念を「部落差別のない
社会の実現」と位置付け，部落差別を解消する必要性に対する国民一人ひと
りの理解を深めるよう努めるとされています。
国の責務として，部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに，地方公共
団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の
提供，指導及び助言を行うとされ，地方公共団体は，部落差別の解消に関
し，その地域の事情に応じた施策を講ずるよう努めると規定されています。具
体的には，①相談体制の充実，②教育及び啓発活動の実施，③実態調査の
実施があげられています。

（他に３人の方から同意見あり）

A

ご指摘の箇所につきましては，より分かりやすい記載とするため，法の
理念についての説明を加え，１４行目以降を以下のとおり記載します。
「（部落差別解消推進法）が成立しました。この法律では，部落差別の解
消に関する施策は，「部落差別を解消する必要性に対する国民一人一
人の理解を深めるよう努める」ことによって行わなければならないという
基本理念とともに・・・」
なお，いまだに部落差別が存在していることは，９行目に記載しており，
地方公共団体の努力義務についても，１６行目に記載しています。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

11
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３０～Ｐ３２

「いわゆる同和地区」という表現と「同和地区」といわゆるを付けない表現が
使われているが，どう違うのかわからない。法的には「同和地区」はないと思
われるがここで使われている「同和地区」はどのような定義で使われているの
か？法的にはないものをここで問うことが必要なのか？同和地区を表に出
し，国民の間に新たな障壁をつくることになるのではないか。差別をなくすとい
うのであれば今後のアンケートで改めることを求める。

D

「同和地区」という用語は，長い間差別を受けてきた集落（部落）のうち，
かつて実施された同和対策事業の実施対象になった地区を指します。
しかし，特別措置法が平成１４（２００２）年に失効し，特別対策としての
同和対策事業が終了しましたので，原案では「いわゆる同和地区」と表
現しています。人権に関する県民意識調査においても「いわゆる同和地
区」を用いていますが，単に「同和地区」と表現されることも多いことか
ら，芦屋市の人権に関する意識調査では，同和問題に関して起きてい
る人権問題の設問の回答項目である「いわゆる同和地区への居住の敬
遠」以外の箇所は「同和地区」という表現を用いています。
しかし，ご指摘のとおり，表現が混在することはわかりにくさにつながり
ますので，アンケートを含め，今後の表現については検討してまいりま
す。
なお，３１ページの市民意識調査の結果では，同和問題（部落差別）に
関して起きている人権問題で「いわゆる同和地区への居住の敬遠」が
最も高い割合を占めています。このことからも「いわゆる同和地区」への
差別，偏見もなくしていく啓発が重要と考えています。

12
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３１

Ｐ３１に市民意識調査の結果のうち，同和問題に関連して起きている人権問
題が掲載され，その中に「同和問題を知らない（２．８％）」との結果が紹介さ
れています。市民意識調査の結果をさらに見ると，「知らない」と回答した世代
は１０代・２０代が圧倒的に多いことがわかり，このあたりに教育・啓発の課題
があると考えます。
市民意識調査結果について，掘り下げた分析を掲載していただきたい。 D

市民意識調査結果の詳細は，市ホームページで公開していますが，第
４次指針をホームページで公表する際には，市民意識調査の結果も併
せて見やすいように掲載いたします。
学校教育においては，他者の人権を守る心を大切にするとともに，自分
の人権を守る意識・意欲・態度を育てることが大切と考え，取組を進め
ているところです。今後も，同和問題も含めた時代の変化に対応した人
権教育の研修を充実させ，取り組んでまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

13
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

「第４次指針の方向性」について（Ｐ３３）
「偏見や差別意識の解消に向けて，同和問題に対する正しい理解と認識が
得られるよう啓発を進めます」との項目に以下を追記していただきたい。

とりわけ，「部落差別の解消の推進に関する法律」が制定されるに至った経
過や法律の内容を市民に周知するよう取り組みます。

B

本指針は，各人権課題の解決に向けた方向性を示すものであるため，
具体的な個々の事業内容は記載しませんが，「部落差別の解消の推進
に関する法律」の内容の周知につきましては，講演会，映画会などの人
権啓発事業においてチラシを配布するなど引き続き周知に努めてまい
ります。

14
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

「第４次指針」（原案）Ｐ３３　３－５同和問題（部落差別）【第４次指針の方向
性】の中で，部落差別解消法の市民に向けた周知については，具体的に示
すことにより市民に伝わると思いますので，付け加えをよろしくお願いいたし
ます。

【第４次指針の方向性】
（１）「部落差別解消推進法」の周知活動，啓発活動，学習活動を展開します。
（２）２００２年（平成１４年）３月に，「地域改善対策特定事業に係る国の財政
上の特別措置に関する法律」が失効し，「地対財特法」という特別措置法がな
くなってからの空白を埋めるため，部落差別解消推進法の基本理念に則り，
世代や地域のニーズに沿った啓発・研修を実施します。
また，地域の実情に応じた相談体制の充実に努めるとともに，部落差別の実
態調査を行い新たな差別を生むことがないよう十分に留意しながら，その実
態内容や手法などを慎重に検討して実施します。

（他に２人の方から同意見あり）

D

本指針は，各人権課題の解決に向けた方向性を示すものであるため，
具体的な個々の事業内容は記載しませんが，いただいたご意見（１）に
つきましては，「…啓発を進めます。」を「…周知活動，啓発活動を進め
ます。」と記載します。
なお，学習活動につきましては，項目の２，３番目に記載しております。

ご意見（２）の相談体制の充実につきましては，１３ページの人権教育・
人権啓発のための基本的な方向性の（２）相談・支援体制の確立に記
載しています。芦屋地区の人権擁護委員は平成２８年度以降４名増員
されており，交代で人権相談を担当しています。
また，部落差別の実態調査は，既に国が実施した実態調査に協力する
とともに，５６ページの６－３市民・職員意識調査の実施に記載のとお
り，市独自で定期的に人権についての市民意識調査を実施し，同和問
題（部落差別）の項目を盛り込み市民意識の把握に努めています。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

15
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

「第４次指針」原案Ｐ３３　３－５同和問題（部落差別）【第４次指針の方向性】
について，ご意見を述べさせていただきます。
原案では，
○偏見や差別意識の解消に向けて，同和問題（部落差別）に対する正しい理
解と認識が得られるよう啓発を進めます。となっていますが，具体的にどのよ
うな啓発を進めるのかがわかりにくいです。
Ｐ３０の【現状と課題】の中で説明されている「部落差別解消推進法」について
の根拠づけをされると市民に向けた教育・啓発につながると思います。
この法律は，現在もなお部落差別が存在するとともに，情報化の進展に伴っ
て部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ，全ての国民に基
本的人権の享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり，部落差別は許さ
れないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題であるこ
とに鑑み，部落差別の解消に関し，基本理念を定め，並びに国及び地方公共
団体の責務を明らかにするとともに，相談体制の充実等について定めること
により，部落差別の解消を推進し，もって部落差別のない社会を実現すること
を目的とする。（第１条：目的）
地方公共団体は，国との適切な役割分担を踏まえて，その地域の実情に応
じ，部落差別を解消するため，必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとす
る。（第５条：教育及び啓発）
以上のことからも，「部落差別解消推進法」の理念を明記し，次のように加筆
することをご提案いたします。
【第４次指針の方向性】
（１）「部落差別解消推進法」の周知活動，啓発活動，学習活動を展開します。
（２）部落差別のない社会を実現することを目的とする「部落差別解消条例
（仮称）」の制定をめざします。
以上よろしくお願いいたします。

D

部落差別解消推進法の基本理念につきましては，よりわかりやすい記
載とするため，３０ページ【現状と課題】の１４行目を「（部落差別解消推
進法）が成立しました。この法律では，部落差別の解消に関する施策は
「部落差別を解消する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよ
う努める」ことによって行わなければならないという基本理念を定めると
ともに・・・」と記載します。
本指針は，各人権課題の解決に向けた方向性を示すものであるため，
具体的な個々の事業内容は記載しませんが，いただいたご意見（１）に
つきましては，「…啓発を進めます。」を「…周知活動，啓発活動を進め
ます。」と記載します。
なお，学習活動につきましては，項目の２，３番目に記載しております。
ご意見（２）につきましては，次のとおりです。
部落差別解消推進法が地方自治体の努力義務として定めている内容
（相談体制の充実，教育及び啓発，国が実施する実態調査への協力）
は，第３次人権教育・人権啓発に関する総合推進指針に基づき実施し
ており，第４次指針原案においても記載していますので，条例制定は予
定していません。
具体的な記載としまして，
相談体制の充実につきましては，１３ページの人権教育・人権啓発のた
めの基本的な方向性の（２）相談・支援体制の確立に記載しています。
芦屋地区の人権擁護委員は平成２８年度以降４名増員されおり，交代
で人権相談を担当しています。
教育と啓発つきましては，３３ページ【第４次指針の方向性】の項目の
１，２番目に含まれます。
また，実態調査につきましては，既に国が実施した実態調査に協力する
とともに，５６ページの６－３市民・職員意識調査の実施に記載のとお
り，市独自で定期的に人権についての市民意識調査を実施し，同和問
題（部落差別）の項目を盛り込み市民意識の把握に努めています。
今後も継続して，部落差別の解消に向けて取り組んでまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

16
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

方向性に学校教育について明記されていますが，社会教育が触れられてい
ません。社会教育についても言及していただきたい。

C

17
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

「原案３３ページ」の【第４次指針の方向性】の上から２番目の
○学校教育においては，これまでの取組の成果を踏まえ，学習内容，指導方
法を工夫しながら人権教育に取り組みます。について意見を述べさせていた
だきます。
原案では，学校教育の課題のみを示しておりますが，文部科学省の白書にも
ありますように，「憲法及び教育基本法の精神にのっとり，学校教育及び社会
教育を通じて，人権尊重の意識を高める教育の推進」を行っています。
よって，社会教育の方向性についても言及することが不可欠ではないでしょう
か。以下のように加筆いただきたいと存じます。

○学校教育においては，これまでの取組の成果を踏まえ，学習内容，指導方
法を工夫しながら人権教育に取り組みます。
○社会教育においては，家庭での人権に関する認識を深めるため，一人ひと
りの人権が普遍的なこととし，尊重される社会を作りだすための具体的な方
策を考えるような，学習，研修に取り組みます。また，同和問題の解決に向け
て，差別意識を解消し，人権意識を高め，住民の主体的な啓発活動を支援し
ます。

（他に２人の方から同意見あり）

C

社会教育の重要な内容として，家庭教育に関する親への学習機会の提
供や各個人が生涯の各時期に応じ自発的な意思に基づき人権に関す
る学習ができるような学習機会や交流活動の提供があります。同和問
題（部落差別）においてその中心となる施設が上宮川文化センターであ
り，３３ページの【第４次指針の方向性】の３番目において端的にその旨
を記載しております。また，あらゆる人権課題解決のための社会教育の
必要性については，１３ページの第２章人権教育・人権啓発のための基
本的な方向性（１）人権教育・啓発の充実の1番目，６番目に記載すると
ともに，第４章それぞれの場における人権教育・人権啓発の方向性の
中の４９ページの４－３地域【第４次指針の方向性】の１番目にも記載し
ております。
なお，住民の主体的な啓発活動への支援については，１３ページ（３）市
民や関係機関等との連携強化の３番目に記載しています。
市内では様々な団体が各人権課題の解決に向けて啓発活動を行って
おられますので，それぞれの団体に応じた支援を検討してまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

18
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

３－５同和問題（部落差別）について
現在芦屋市では，モニタリング事業を実施されていますが，この事業は，【現
状と課題】の中に記載されている「また，インターネット上で特定の地区をいわ
ゆる同和地区とする情報を流したり，書籍を販売しようとするなど当該地区へ
の居住の敬遠や心理面で差別を助長するような悪質な行為が起こっていま
す。」という認識に立って，このような悪質な行為に対する対策として実施され
ている事業ではないでしょうか。
しかしながら【第４次指針の方向性】ではこの件について全く触れられていま
せん。市の事業として実施しているのであれば，それを広く市内外に発信する
ことが啓発になり，抑止効果にもつながると考えますので，指針にモニタリン
グ事業に関する記述を求めます。

（他に１５人の方から同意見あり）

A

19
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

方向性にモニタリング事業について明記していただきたい。
理由：ネット上の人権侵害が拡大する中，県内でもいくつかの自治体がイン
ターネットの監視（モニタリング）を行っています。宝塚市ＨＰで掲載されている
モニタリング結果報告（２０１９年度分）を見ると，いくつかの人権分類のうち
「部落差別に関する書き込みが群を抜いて多くなっています。芦屋市におい
てもモニタリング事業を実施していると聞いておりますので，同和問題の項目
に明記して取り組むことが必要だと考えます。

A

インターネット上での差別的な書き込みは，３８ページの３－７情報化な
どに伴う人権侵害の【現状と課題】に記載しているとおり，同和問題（部
落差別）をはじめ様々な人権侵害につながる内容が含まれています。
芦屋市では同和問題（部落差別）に関するもの以外の書き込みについ
てもインターネット・モニタリングを実施しておりますので，原案３８ページ
の３－７情報化などに伴う人権侵害の【現状と課題】の１８行目の「は後
を絶ちません。」以降を以下のとおり変更します。

「本市では，インターネット上への差別的な書き込み等を抑止するため
悪質な書き込みをモニタリング（監視）するインターネット・モニタリング
事業を令和元年１０月から開始しました。
インターネットは，使い方を間違えると，誰もが被害者にも加害者にもな
る可能性があることから，正しい知識を身に付けることが大切です。」
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

20
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

【現状と課題】の中に「部落差別解消推進法」が成立し，部落差別（同和問題）
の解消に関し基本理念を定めるとともに，国及び地方公共団体の責務（～
略）が定めれたとありますが，この第４次総合推進指針は，芦屋市としてその
責務を果たせる内容とはとても言えません。芦屋市として，部落差別解消に
向けた基本理念を明らかにするとともに，より具体的な施策や方向性を示す
ために，芦屋市部落差別解消推進条例制定を目指すことを記載して下さい。

（他に１５人の方から同意見あり）

D

21
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

部落差別撤廃の条例制定について記載していただきたい。
理由：部落差別は行政責任でもって解決されなければならないことは，同和
対策審議会答申以降，政府の一貫した態度です。２０１６年には部落差別の
解消の推進に関する法律が制定されましたが，その意義を地方行政でいか
すためには，自治体の法律である条例を制定し取り組むことが必要だと考え
ます。

D

22
３－５　同和問題
（部落差別）

Ｐ３３

部落差別に関する実態調査について記載していただきたい。
理由：「部落差別の解消の推進に関する法律」では，地方自治体に対し，その
地域の実情に応じた施策や相談事業を講ずるよう求めています。そのために
は芦屋市としての実態調査が必要と考えます。
　芦屋市は「市民意識調査」を実施していますが，意識調査以外にも，①差別
事象調査， 部落の生活実態調査，③被差別部落出身者に対する被差別体
験調査，④土地差別問題に関する調査，⑤インターネット上での部落差別の
実態調査などが必要です。体系的な実態把握と分析を踏まえた施策，相談
事業を講じる必要があると考えます。

D

部落差別解消推進法第６条では「国は，部落差別の解消に関する施策
の実施に資するため，地方公共団体の協力を得て，部落差別の実態に
係る調査を行うものとする。」と規定されており，本市では，既に国によ
る調査について協力しています。また，定期的に実施している市民意識
調査を通して，市民の同和問題（部落差別）に対する意識の動向を把握
していますので，さらなる実態調査は予定していません。

部落差別解消推進法の基本理念につきましては，よりわかりやすい記
載とするため，３０ページ【現状と課題】の１４行目を「（部落差別解消推
進法）が成立しました。この法律では，部落差別の解消に関する施策は
「部落差別を解消する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよ
う努める」ことによって行わなければならないという基本理念を定めると
ともに・・・」と記載します。
部落差別解消推進条例の制定につきましては，次のとおりです。
部落差別解消推進法が地方自治体の努力義務として定めている内容
（相談体制の充実，教育及び啓発，国が実施する実態調査への協力）
は，第３次人権教育・人権啓発に関する総合推進指針に基づき実施し
ており，第４次指針原案においても記載していますので，条例制定は予
定していません。
具体的な記載としまして，
相談体制の充実につきましては，１３ページの人権教育・人権啓発のた
めの基本的な方向性の（２）相談・支援体制の確立に記載しています。
芦屋地区の人権擁護委員は平成２８年度以降４名増員されており，交
代で人権相談を担当しています。
教育と啓発つきましては，３３ページ【第４次指針の方向性】の１，２項目
に含まれます。
また，実態調査につきましては，既に国が実施した実態調査に協力する
とともに，５６ページの６－３市民・職員意識調査の実施に記載のとお
り，市独自で定期的に人権についての市民意識調査を実施し，同和問
題（部落差別）の項目を盛り込み市民意識の把握に努めています。
今後も継続して，部落差別の解消に向けて取り組んでまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

23
３－７情報化な
どに伴う人権侵
害

Ｐ３９

第３章３－７情報化などに伴う人権侵害
「インターネットにおける差別的な書き込み等の人権を侵害する情報の掲載
について，関係機関と連携し，早期発見や適切な対応に努めます」の後に以
下の文言を追記していただきたい。

芦屋市が取り組むモニタリング事業についてホームページ，広報で周知しま
す。

B

本指針は，各人権課題の解決に向けた方向性を示すものであるため，
具体的な事業名は記載しませんが，ご意見を受けて，ホームページに
掲載しました。

24
３－８性的マイノ
リティの人権

Ｐ４０

昨年開始された「パートナーシップ宣誓制度」を喜ばしく思っています。
社会の関心も高まる中，ＬＧＢＴの方などへの理解を深める事業を継続してい
ただければと思います。
（これまでにあったような講演，相談窓口，学校園などでの教育，教員・市職
員へのプログラムなど）

D

令和２（２０２０）年５月に開始した「芦屋市パートナーシップ宣誓制度」に
ご理解いただきありがとうございます。
性的マイノリティの人権については，これまで当事者を講師とする講演
会，啓発映画会，ポスター展示などの様々な啓発事業を実施してまいり
ました。また，平成３１（２０１９）年２月から専門相談員によるＬＧＢＴ電話
相談を実施し，当事者の方々だけでなく，家族や友人，上司や同僚，学
校の先生などからの相談もお受けしています。
学校園などでの教育，教員・市職員への研修は，計画的に実施してい
ます。今後も性的マイノリティに対する社会の理解が進むよう取組を進
めてまいります。

25
３－１２その他の
人権

Ｐ４５

「北朝鮮当局によって拉致された被害者等の人権」「アイヌの人々の人権」に
関しては，基本的に本市とは無関係の事案と思います。
国にお任せし，市はもっと身近な案件に尽力いただきたいです。

D

北朝鮮当局によって行われた拉致問題は，深刻な人権侵害です。全て
の被害者の一刻も早い帰国を実現するためには，国民一人ひとりが拉
致問題について関心と認識を深めることが大切です。「アイヌの人々の
人権」についても同様であり，国と協力し啓発を進めてまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

26 ４－３　地域 Ｐ４９

第４章　４－３地域について
生涯学習「出前講座」を活用され，部落差別解消推進法の周知，啓発を図っ
ていただきたい。 D

27 ４－３　地域 Ｐ４９

第４章「それぞれの場における人権教育・人権啓発の方向性」４－３
芦屋市は「生涯学習出前講座」を実施していますが，その中に「部落差別解
消推進法（略称）を加え，同法の周知・啓発を進めていただきたい。 D

28
５－１職員の意
識向上

Ｐ５１

芦屋市役所でパワハラ事案があったと聞きました。
この事案に関してはＨＰでも説明されていますが，多くの市民は読んでいない
と思います。
改善策についてはすでに実施されていることと思います。
事案発生～調査，解決方法の策定までを漫画化するなど，伝わりやすい形で
市民に配布いただければ，市民自体の意識づけにもつながらないでしょう
か？
（経営職，管理職に就いている市民も少なくないと思います） D

今回のパワー・ハラスメント事案の発生につきましては，市民の皆さま
からの信頼を損なったことにつきまして，深くお詫び申し上げます。
今後二度と繰り返すことのないよう，職員研修の徹底や相談体制の整
備，充実に取り組み，職員一人ひとりが人権意識を高めいくことを７ペー
ジの（１）市の取組の最後の段落に記載するとともに，５１ページ市職員
等への教育・啓発においても今後の取組について記載しています。
改善策につきましては，弁護士法人による外部相談員の相談窓口を新
たに設置するなどすでに取組を行っております。
なお，事実発生～調査，解決方法は組織により異なり一律ではないと
考えますが，経営者などに対する啓発は，原案の第４章それぞれの場
における人権教育・人権啓発の方向性の５０ページ４－４事業所【第４
次指針の方向性】の１番目にも記載しておりますとおり，特に人権に関
わる法令順守について取り組んでまいります。

29
６－１　事業計画
の策定と評価

Ｐ５６

第４次「指針」の進捗状況はどのように検証されるのでしょうか。又，公表され
るのでしょうか。

D

第４次指針の進捗状況及び検証は，５６ページの第６章「本指針の総合
的効果的な推進」の６－１「事業計画の策定と評価」に記載のとおり，指
針の方向性に沿った具体的な施策について進行管理調書を作成し，各
施策に対する目標を定め，進行管理と事業評価を行うことにより，次年
度の事業計画を策定します。また，進行管理調書は，「芦屋市人権教
育・人権啓発推進懇話会」に諮った後，公表します。

出前講座メニューのＮＯ．１１講座名「人権」のご希望があった際には，
部落差別解消推進法にも触れ，周知，啓発を行ってまいります。
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№ 項　　目 該当箇所 市民からの意見（原文） 取扱区分 市の考え方

30 ― ―

集会所を減らすのはやめて下さい。
（持たない町内にも作ってほしいくらいです）

D

本指針に対する直接のご意見ではありませんが，
本市は，既に人口減少局面に入っており，更なる少子高齢化に伴う社
会保障関係経費の増加等により，厳しい財政状況が想定され，持続可
能な行政サービスの維持・向上を図るためには，今ある全ての公共施
設を保有したまま，更新を続けることは困難な状況であり，新たに公共
施設を建設することはできません。
なお，「公共施設の最適化構想」は，将来世代へ負担を持ち越さない施
設保有量となるよう公共施設の総量縮減を図るため，今後２０年間に更
新予定の施設の再配置に係る戦略的な考え方をお示しするものです
が，全てのプロジェクトを直ちに着手するわけではなく，また，具体的な
施設の廃止等を示すものでもありません。

31 ― ―

ＪＲ南口に歩道橋を作ってください。（スロープ）

D

本指針に対する直接のご意見ではありませんが，
JR芦屋駅駅舎南口には，ペデストリアンデッキ（歩行者用通路）を整備
し，バリアフリー化に関する取組を進める予定です。
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